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PRTR法の目的

　化学物質をどれだけ排出したかを事業者が把

握し、その量を公表することで、事業者の自主

管理の改善を促し、環境汚染を未然に防ぐこと

にある。

対象化学物質

　人の健康や生態系に有害なおそれがあるなど

の性状を有する化学物質を対象とし、環境中に

広く存在していると認められる「第一種指定化

学物質」と、それほどは存在していないと見込

まれる「第二種指定化学物質」が政令で指定さ

れている。PRTR法では、第一種指定化学物質

とそれを 1％以上（特定第一種指定化学物質1)

については 0.1％以上）含有するものが対象と

なっている。「第一種指定化学物質」として

354物質が指定され、このうち12物質が特定第

一種指定化学物質である（別表参照）。

取扱量と対象事業所

・第一種指定化学物質の年間取扱量が1 t（当初

の2年間は5 t）以上である事業所。

・特定第一種指定化学物質の年間取扱量が0.5 t

以上である事業所。

報告の対象となる排出・移動

　報告の対象となる排出・移動には、大気、水

域や土壌への排出、廃棄物としての移動、自ら

行う廃棄物の管理型埋立処分、リサイクルのた

めの廃棄物移動が含まれている。

大阪大学における排出量・移動量の算出方法

　「物質収支方式」を採用している。また本学

では、豊中・吹田の各キャンパスがPRTR法の

事業所に該当するため、各キャンパスごとに第

１種指定化学物質の排出量・移動量を報告する

必要がある。

　各研究室等から集めるデータは以下の５種で

ある。

　年度初めの在庫量A（Kg）

　年度中の購入量B（Kg）

　年度末の在庫量C（Kg）

　廃棄物への移動量D（Kg）

　環境への最大潜在排出量

　　　E（Kg）＝A＋B－C－D

　化学物質の移動と排出には下図の４種がある。
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（１）まず取扱量（A＋B－C）が1 t（特定の

12物質では0.5 t）を超える物質を集計により選

び出す。

（２）水域への排出量Fを水使用量と排水分析値

から求める。

（３）土壌への排出をゼロとして、大気への排

出量Gを求める。（G＝E－F）

　報告する値は、D、F、G、Hである。

罰則について

　届出をしなかったり、虚偽の届出をした場合

に20万円以下の過料に処することが定められて

いる。

1) 特定第一種指定化学物質：石綿、ｴﾁﾚﾝｵｷｼﾄﾞ、ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物、6価ｸﾛﾑ化合物、塩化ﾋﾞﾆﾙ、

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類、ﾆｯｹﾙ化合物、砒素及びその無機化合物、ﾍﾞﾘﾘｳﾑ及びその化合物、ﾍﾞﾝｼﾞﾘﾃﾞﾝ=ﾄﾘｸﾛﾘﾄﾞ、

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、9-ﾒﾄｷｼ-7H-ﾌﾛ[3,2-g][1]ﾍﾞﾝｿﾞﾋﾟﾗﾝ-7-ｵﾝ（別名ﾒﾄｷｻﾚﾝ）


